
公共施設包括管理業務委託導入効果

　　　

〇包括管理業務で実施する業務件数
・保守管理業務件数 Ｒ５ 年度１４７件

Ｒ６ 年度４０５件

Ｒ７ 年度４２２件

Ｒ８ 年度４３１件

Ｒ９ 年度４３４件

Ｒ１０年度３９９件

・修繕件数 ３１３件/年

（依頼されたが修繕に至らないもの ６５９件/年）

・保全工事件数 ２１件/年

〇コスト縮減効果について

・職員人件費縮減額 ４８百万円

⇒業務ごとにかかる現地確認や、発注・支払の

事務手続に要する人件費の合計

（内訳）委託業務にかかる職員人件費１６百万円

修繕業務にかかる職員人件費２６百万円

保全工事にかかる職員人件費 ６百万円

・保全工事費縮減額 ２４百万円

⇒保全工事の設計委託費と監理委託費の合計

・マネジメント経費 ５８百万円

⇒包括管理事業者が必要とする元請経費

１４百万円/年
〇時間外勤務の縮減について

（内訳） 所管課分 ９，５６８時間

公共建築課分 １，２３９時間

会計課分 ３８５時間

契約検査課分 ６５時間

コスト

縮減額

職員人件

費縮減額

保全工事

費縮減額

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

経費

１１，２５７時間/年

○事業効果

＜メリット＞ ・大手企業による高品質な管理が、全施設、同一水準で実施できる。

・契約事務、修繕事務等の一本化により、職員がコア業務に集中できる。

・時間外勤務の削減につながる。➡施設所管課や公共建築課の負担が軽減されることで、将来的な

職員体制の見直しにつながる。

Ｅ:  ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ経費

58百万円

【従来の維持管理】

Ｄ:職員人件費

(施設所管課

公共建築課事務ｺｽﾄ)

B:修繕費

A:点検、保守等

委託費

【包括管理導入後】

Ｄ:職員人件費

B:修繕費

A:点検、保守等

委託費

職員人件費

▲48百万円

保全工事費

▲24百万円

Ｃ:保全工事費
Ｃ:保全工事費

導入による

コスト減

▲14百万円/年

同額

同額

縮減

＋ －＝

○人員体制

契約事務、修繕事務等の一本化に伴う、人員体制の検討を行い、令和５年４月以降の業務に支障が出ないように

業務実施可能な体制を整える。

【報１－２】


